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背
景
に
三
つ
の
危
機
感

な
ぜ
中
国
は
近
年
急
速
に
海
洋
開
発
利
用
を
推
進
し
て
い
る
の

か
。
そ
の
最
大
の
理
由
は
、
経
済
の
高
度
成
長
と
陸
域
資
源
制
約
に

よ
り
起
き
た
経
済
社
会
の
持
続
可
能
性
に
対
す
る
危
機
感
で
あ
る
。

ま
ず
、
フ
ー
ド
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
（
食
糧
安
全
保
障
）
に
対
す
る
危

機
感
で
あ
る
。
中
国
は
、
国
土
面
積
が
広
い
も
の
の
、
世
界
最
大
の

人
口
も
有
す
る
。
人
為
活
動
の
影
響
も
あ
り
、
環
境
に
も
恵
ま
れ
て

お
ら
ず
、
１
人
当
た
り
の
耕
地
面
積
は
、
実
は
世
界
平
均
の
４
割
に

過
ぎ
な
い
。
い
ま
だ
に
増
加
傾
向
が
続
い
て
い
る
人
口
の
推
移
を
考

え
る
と
、
フ
ー
ド
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
は
、
社
会
の
持
続
可
能
性

に
と
っ
て
最
重
要
課
題
に
な
る
。

次
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
対
す
る
危
機
感
で
あ
る
。

改
革
開
放
政
策
が
実
施
さ
れ
て
以
来
、
経
済
が
急
速
に
成
長
し
た

が
、「
世
界
の
工
場
」
と
呼
ば
れ
る
ほ
ど
製
造
業
が
盛
ん
で
あ
り
、

近
年
、
中
国
の
海
洋
開
発
利
用
は
急
展
開
し
つ
つ
あ
り
、
世
界
中

が
注
目
し
て
い
る
。
今
世
紀
当
初
か
ら
、
海
洋
産
業
と
海
洋
関
連

産
業
の
総
生
産
は
、
２
次
産
業
と
３
次
産
業
を
中
心
に
、
ほ
ぼ
５

年
間
で
倍
増
す
る
勢
い
だ
。
本
稿
で
は
、
中
国
の
海
洋
戦
略
と
政
策

の
動
向
を
概
説
し
、
海
洋
資
源
開
発
の
最
新
動
向
を
紹
介
す
る
。
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そ
れ
を
支
え
て
い
る

の
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
量
の
大
幅
な
増
加

で
あ
っ
た
。
そ
の
た

め
、
１
９
９
０
年
代

前
半
か
ら
石
油
純
輸

入
国
に
転
じ
、
わ
ず

か
20
年
間
弱
で
石
油

輸
入
依
存
率
が
２
０

１
０
年
に
５５
・
６
％

と
な
り
、
専
門
家
が

警
戒
ラ
イ
ン
と
し
て

い
る
60
～
65
％
に
近

付
い
て
い
る
。
ま

た
、
全
国
的
に
電
力

不
足
問
題
が
存
在
し
、
２
０
１
１
年
夏
の
最
大
不
足
量
は
３
０
０
０

万
kＷ
以
上
に
も
達
し
た
。
従
っ
て
、
今
後
の
経
済
の
持
続
可
能
な
発

展
に
と
っ
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
は
解
決
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
課
題
に
な
る
。

第
三
に
、
水
資
源
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
対
す
る
危
機
感
で
あ
る
。
温

暖
化
の
影
響
は
定
か
で
な
い
が
、
ロ
ー
カ
ル
環
境
の
破
壊
の
問
題
も

あ
り
、
１
９
７
０
年
代
か
ら
中
国
北
部
の
水
資
源
問
題
が
徐
々
に
顕

在
化
し
た
。
象
徴
的
と
も
い
え
る
事
例
は
、
中
華
文
明
を
生
ん
だ
黄

河
が
１
９
７
２
年
か
ら
毎
年
断
流
し
、
中
流
部
に
年
間
２
０
０
日
以

上
水
が
全
く
な
い
年
も
あ
っ
た
。
も
と
も
と
水
資
源
が
豊
富
で
な
い

中
国
に
お
い
て
、
１
人
当
た
り
の
淡
水
資
源
量
が
世
界
平
均
の
４
分

の
１
し
か
な
く
、
特
に
大
都
市
の
北
京
で
は
、
世
界
平
均
の
13
分
の

１
に
過
ぎ
な
い
。
し
か
も
そ
の
水
資
源
は
ほ
ぼ
地
下
水
に
依
存
し
て

い
る
か
ら
、
地
下
水
の
過
度
採
取
に
よ
り
さ
ま
ざ
ま
な
環
境
問
題
を

誘
発
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
深
刻
な
水
資
源
不
足
問
題
は
、
す

で
に
中
国
の
持
続
可
能
な
発
展
を
脅
か
し
て
い
る
。

こ
こ
で
す
べ
て
列
挙
し
な
い
が
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
な
経
済
社

会
の
持
続
可
能
性
に
対
す
る
危
機
感
に
よ
り
、
そ
の
危
機
を
克
服
す

る
た
め
の
解
決
策
と
し
て
、
中
国
は
「
海
洋
か
ら
食
料
、
海
洋
か
ら

エ
ネ
ル
ギ
ー
、
海
洋
か
ら
資
源
」
と
の
方
針
を
確
立
し
て
、
海
洋
開

発
利
用
を
急
速
に
推
進
し
て
き
た
。

戦
略
性
高
ま
る
重
点
分
野
に

日
本
は
海
洋
基
本
法
の
中
で
、
海
洋
の
開
発
利
用
を
「
経
済
社
会

の
存
立
の
基
盤
」
と
し
て
極
め
て
高
く
位
置
付
け
て
い
る
。
中
国
に

は
海
洋
基
本
法
が
な
く
、
法
律
上
の
海
洋
開
発
利
用
に
対
す
る
位
置

付
け
も
な
い
。
し
か
し
、
政
府
の
中
期
的
な
経
済
発
展
目
標
と
方
向
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を
制
定
す
る
「
五
カ
年
計
画
」
の
内
容
か
ら
、
国
家
戦
略
に
お
け
る

海
洋
開
発
利
用
の
位
置
付
け
が
解
読
で
き
る
。

今
世
紀
最
初
の
「
五
カ
年
計
画
」
は
、
２
０
０
１
年
に
採
択
さ
れ

た
「
第
十
次
五
カ
年
（
２
０
０
１
─
２
０
０
５
）
計
画
」
で
あ
る
。

そ
の
中
に
、
海
洋
開
発
利
用
に
関
す
る
内
容
は
ま
だ
少
な
く
、「
エ

ネ
ル
ギ
ー
構
成
の
調
整
」
に
海
洋
石
油
開
発
を
記
し
、「
資
源
の
節

約
と
保
全
に
よ
る
永
続
利
用
の
実
現
」
に
海
洋
産
業
の
発
展
を
記
し

た
程
度
で
あ
っ
た
。
海
洋
開
発
利
用
の
位
置
付
け
は
高
く
な
か
っ
た

と
言
え
る
。

次
の
「
五
カ
年
計
画
」
は
、
２
０
０
６
年
に
採
択
さ
れ
た
「
第
十

一
次
五
カ
年
（
２
０
０
６
─
２
０
１
０
）
計
画
」
で
あ
る
。
初
め
て

国
家
戦
略
に
海
洋
開
発
の
重
要
性
を
示
し
、「
海
洋
資
源
の
保
護
と

開
発
」
と
の
ま
と
ま
っ
た
計
画
を
打
ち
出
し
た
。
海
洋
意
識
の
強
化

や
海
洋
権
益
の
確
保
等
と
並
べ
て
、
海
洋
資
源
開
発
と
海
洋
産
業
の

促
進
を
記
し
た
。
ま
た
、
他
の
戦
略
分
野
に
お
け
る
海
洋
の
役
割
、

例
え
ば
製
造
業
に
お
け
る
船
舶
と
海
洋
設
備
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
に

お
け
る
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
地
域
産
業
に
お
け
る
海
洋
観

光
業
な
ど
も
規
定
し
、
海
洋
大
開
発
時
代
の
到
来
を
予
感
さ
せ
た
。

最
近
の
「
五
カ
年
計
画
」
は
、
２
０
１
１
年
に
採
択
さ
れ
た
「
第

十
二
次
五
カ
年
（
２
０
１
１
─
２
０
１
５
）
計
画
」
で
あ
る
。
こ
こ

で
は
、
海
洋
開
発
利
用
の
位
置
付
け
を
さ
ら
に
高
め
、
戦
略
性
新
産

業
育
成
の
重
点
分
野
と
し
て
海
洋
産
業
を
取
り
上
げ
、「
海
洋
経
済

発
展
の
促
進
」
と
の
国
家
計
画
を
制
定
し
た
。「
陸
海
統
合
を
堅
持

し
て
、
海
洋
発
展
戦
略
を
制
定
・
実
施
し
、
海
洋
開
発
・
総
合
管
理

能
力
を
高
め
る
」
と
の
全
体
方
針
に
基
づ
い
て
、
海
洋
産
業
構
造
の

調
整
と
海
洋
総
合
管
理
の
強
化
を
規
定
し
た
。
科
学
的
に
海
洋
産
業

を
計
画
し
て
、
合
理
的
に
海
洋
資
源
を
利
用
し
、
従
来
型
の
石
油
ガ

ス
、
海
運
、
漁
業
の
促
進
と
と
も
に
、
新
産
業
と
し
て
バ
イ
オ
医

薬
、
海
水
利
用
、
海
洋
設
備
製
造
等
の
育
成
が
明
記
さ
れ
た
。
ま

た
、
海
洋
開
発
利
用
能
力
を
高
め
る
た
め
、
研
究
開
発
を
促
進
し
、

海
洋
産
業
の
量
と
質
の
両
方
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
に
よ
り
、
産
業
競
争

力
の
向
上
を
目
指
す
と
読
み
取
れ
る
。
中
国
の
海
洋
開
発
利
用
は
、

こ
の
よ
う
に
国
家
戦
略
に
お
け
る
位
置
付
け
が
徐
々
に
高
ま
り
、
一

重
要
産
業
か
ら
現
在
の
戦
略
性
重
点
分
野
に
な
っ
て
い
る
。

「
海
洋
強
国
」
へ
科
技
政
策
併
進

中
国
に
お
け
る
本
格
的
な
海
洋
開
発
利
用
の
検
討
は
１
９
９
０
年

代
か
ら
始
ま
り
、
１
９
９
８
年
の
国
際
海
洋
年
（International 

year of the ocean

）
を
契
機
に
、
中
国
の
最
高
国
家
行
政
機
関

で
あ
る
国
務
院
よ
り
「
中
国
の
海
洋
事
業
の
発
展
」（
別
称
「
中
国

海
洋
政
策
白
書
」）
が
公
表
さ
れ
た
。「
国
民
経
済
の
持
続
的
発
展
に

は
、
海
洋
の
開
発
と
保
護
を
長
期
的
な
戦
略
任
務
に
し
な
け
れ
ば
な
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ら
な
い
」
と
の
全
体
戦
略
を
打
ち
出
し
、
政
策
要
点
に
「
合
理
的
な

海
洋
資
源
開
発
利
用
」
を
取
り
上
げ
た
。
そ
の
後
、
具
体
的
な
推
進

政
策
が
徐
々
に
整
備
さ
れ
て
き
た
。

ま
ず
は
、
２
０
０
２
年
に
「
全
国
海
洋
機
能
区
画
」
が
編
制
さ
れ

た
。
海
洋
を
持
続
可
能
な
発
展
に
と
っ
て
重
要
な
資
源
と
位
置
付

け
、
あ
ら
ゆ
る
管
轄
海
域
を
10
種
類
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
分
け
て
定
義

し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
機
能
区
画
に
は
、
開
発
・
保
全
・
管
理
の
要
求
を

明
記
し
た
。
さ
ら
に
、
近
海
域
と
群
島
海
域
と
の
重
点
エ
リ
ア
を
30

区
画
に
ゾ
ー
ニ
ン
グ
し
、
海
洋
開
発
利
用
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
を

描
い
た
。
続
い
て
、
初
め
て
の
総
合
的
産
業
計
画
と
し
て
、「
全
国

海
洋
経
済
発
展
計
画
綱
要
」
が
２
０
０
３
年
に
制
定
さ
れ
た
。
こ
の

計
画
期
間
は
２
０
０
１
～
２
０
１
０
年
で
あ
り
、
海
洋
開
発
利
用
を

促
進
し
て
、
海
洋
産
業
総
生
産
を
２
０
０
５
年
に
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
４
％
前

後
、
２
０
１
０
年
に
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
５
％
以
上
に
す
る
と
の
明
確
な
政
策

目
標
を
定
め
、
そ
れ
を
実
現
す
る
た
め
に
、
主
要
産
業
ご
と
ま
た
は

主
要
海
域
ご
と
に
具
体
的
な
方
針
と
施
策
を
掲
げ
た
。

産
業
計
画
の
制
定
か
ら
５
年
、
海
洋
政
策
白
書
の
発
表
か
ら
10
年

と
な
る
２
０
０
８
年
に
、
こ
れ
ら
が
全
体
的
に
見
直
さ
れ
、「
国
家

海
洋
事
業
発
展
計
画
綱
要
」
が
制
定
さ
れ
た
。
計
画
期
間
は
２
０
０

６
～
２
０
１
０
年
で
、
海
洋
総
合
管
理
体
系
の
完
備
を
図
り
、
よ
り

合
理
的
効
率
的
に
開
発
利
用
を
促
進
し
、
持
続
可
能
性
を
強
化
す
る

と
と
も
に
、
海
洋
産
業
構
造
を
調
整
し
な
が
ら
推
進
し
て
い
く
と
の

基
本
政
策
を
定
め
た
。
ま
た
、
２
０
１
０
年
の
海
洋
産
業
の
発
展
目

標
を
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
11
％
以
上
に
上
方
修
正
し
、
年
間
１
０
０
万
人
の
雇

用
を
創
出
す
る
と
の
新
た
な
目
標
を
立
て
た
。
さ
ら
に
、
科
学
技
術

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
体
系
を
整
備
し
て
、
自
主
開
発
能
力
を
高
め
、
２

０
２
０
年
ま
で
に
主
要
産
業
の
国
際
競
争
力
を
向
上
さ
せ
、
海
洋
強

国
の
実
現
の
基
礎
を
作
り
上
げ
る
と
長
期
展
望
を
も
打
ち
出
し
た
。

こ
れ
ら
の
海
洋
開
発
利
用
の
推
進
政
策
の
制
定
と
合
わ
せ
て
、
そ

れ
を
支
え
る
科
学
技
術
の
推
進
政
策
も
制
定
さ
れ
て
い
る
。
最
初
の

海
洋
科
学
技
術
推
進
計
画
は
、
２
０
０
６
年
に
制
定
さ
れ
た
「
十

一
・
五
海
洋
科
学
と
技
術
発
展
計
画
綱
要
」
で
あ
る
。
計
画
期
間
は

２
０
０
６
～
２
０
１
０
年
で
あ
り
、「
近
海
を
深
化
・
遠
洋
を
開

拓
・
保
障
を
強
化
・
開
発
を
支
え
る
」
と
の
指
導
方
針
に
基
づ
い

て
、
応
用
技
術
、
基
礎
研
究
、
基
盤
整
備
、
人
材
育
成
な
ど
の
領
域

に
そ
れ
ぞ
れ
重
点
課
題
を
挙
げ
、
近
海
資
源
調
査
、
深
海
資
源
研

究
、
情
報
シ
ス
テ
ム
構
築
な
ど
の
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
を
定

め
た
。
２
０
１
１
年
に
制
定
さ
れ
た
「
十
二
・
五
海
洋
科
学
と
技
術

発
展
計
画
綱
要
」
の
計
画
期
間
は
２
０
１
１
～
２
０
１
５
年
で
あ

り
、
指
導
方
針
を
「
近
海
を
深
化
・
遠
海
を
強
化
・
能
力
を
拡
張
・

発
展
を
支
え
る
」
に
修
正
し
、
過
去
５
年
間
の
進
展
に
よ
っ
て
重
点

課
題
を
調
整
す
る
と
同
時
に
、
国
際
海
域
資
源
調
査
と
開
発
、
極
地
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総
合
調
査
、
海
上
試
験
場
の
設
立
な
ど
の
新
た
な
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
を
定
め
た
。
科
学
技
術
の
成
果
の
産
業
化
を
推
進
す
る
た
め
に
、

２
０
０
８
年
に
「
全
国
『
科
技
興
海
』
計
画
綱
要
」
が
制
定
さ
れ

た
。
計
画
期
間
は
２
０
０
８
～
２
０
１
５
年
で
あ
り
、「
政
府
誘

導
・
市
場
駆
動
」「
総
合
協
調
・
最
適
配
置
」「
集
成
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
・
持
続
発
展
」「
模
範
引
導
・
全
体
推
進
」
と
の
原
則
を
定
め
、

生
物
資
源
総
合
利
用
、
海
水
総
合
利
用
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
開

発
な
ど
８
項
目
の
モ
デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
を
計
画
し
た
。

海
洋
科
学
技
術
推
進
計
画
の
下
、
研
究
開
発
基
盤
が
急
速
に
整
備

さ
れ
て
い
る
。
２
０
０
９
年
現
在
、
１
８
６
の
海
洋
研
究
機
構
が
あ

り
、
就
業
者
数
が
３
万
人
を
超
え
て
お
り
、
研
究
経
費
総
額
が
１
６

０
億
元
程
度
と
非
常
に
大
規
模
な
も
の
に
な
っ
て
い
る
。
人
材
育
成

に
つ
い
て
は
、
同
じ
く
２
０
０
９
年
現
在
、
大
学
の
海
洋
関
連
学
科

は
約
６
０
０
あ
り
、
学
部
生
16
万
人
、
修
士
１
万
人
、
博
士
３
０
０

０
人
が
在
籍
し
て
い
る
。
ま
た
、
海
洋
資
源
開
発
技
術
学
科
が
２
０

１
０
年
に
３
大
学
に
創
設
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
２
０
１
１
年
７

月
に
初
め
て
の
「
全
国
海
洋
人
材
発
展
中
長
期
計
画
綱
要
（
２
０
１

０
─
２
０
２
０
）」
を
公
表
し
、
10
年
間
で
人
材
を
倍
増
し
、
海
洋

産
業
就
業
者
の
30
％
を
大
卒
以
上
に
す
る
目
標
を
挙
げ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
中
国
に
お
け
る
海
洋
開
発
利
用
政
策
は
、
明
確
な

政
策
目
標
と
具
体
的
な
施
策
、
そ
れ
を
支
え
る
科
学
技
術
の
推
進

策
、
並
び
に
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成
政
策
等
が
総
合
的
に
制
定

さ
れ
て
き
た
。
ま
た
、
開
発
利
用
対
象
に
も
優
先
順
位
を
つ
け
て
着

実
か
つ
段
階
的
な
開
発
利
用
ビ
ジ
ョ
ン
を
作
り
上
げ
た
。

資
源
調
査
に
向
け
基
盤
整
備

海
洋
開
発
利
用
の
前
段
階
と
し
て
、
資
源
調
査
が
必
要
で
あ
る
。

そ
こ
で
中
国
は
、
１
９
５
８
～
１
９
６
０
年
と
１
９
８
０
年
代
の
は

中国海洋石油総公司（CNOOC）の石油プラットホーム。中国は「海洋強国」を目指
し海洋開発が進む。（写真／imaginechina/PANA）
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じ
め
に
行
わ
れ
た
総
合
海
洋
調
査
に
引
き
続
き
、
２
０
０
４
年
か
ら

５
年
間
を
か
け
て
、「
全
国
近
海
海
洋
綜
合
調
査
と
評
価
」
と
の
国

家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
通
称
、
９
０
８
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）
を
実
施
し

た
。
約
20
億
元
の
国
家
資
金
を
投
入
し
、
基
礎
調
査
、
重
点
海
域
調

査
、
専
門
項
目
調
査
、
環
境
総
合
評
価
、　

デ
ジ
タ
ル
海
洋
シ
ス
テ

ム
の
構
築
な
ど
の
項
目
に
取
り
組
ん
だ
。

近
海
調
査
の
ほ
か
に
、
遅
れ
て
い
る
と
は
い
え
、
外
洋
調
査
も

徐
々
に
展
開
さ
れ
、
２
０
０
１
年
、
国
際
海
底
機
構
に
申
請
し
て
、

太
平
洋
に
７
・
５
万
平
方
キ
ロ
の
鉱
区
の
独
占
探
査
権
と
優
先
開
発

権
を
獲
得
し
、
２
０
１
０
年
に
イ
ン
ド
洋
に
も
１
万
平
方
キ
ロ
の
鉱

区
の
独
占
探
査
権
と
優
先
開
発
権
を
取
得
し
た
。

そ
れ
ら
の
調
査
を
進
め
る
た
め
に
、
基
盤
を
整
備
し
て
き
て
い

る
。
ま
ず
は
広
範
囲
の
調
査
の
た
め
に
、
２
０
０
２
年
と
２
０
０
７

年
に
そ
れ
ぞ
れ
海
洋
１
Ａ
と
海
洋
１
Ｂ
の
海
洋
観
測
衛
星
を
打
ち
上

げ
た
。
そ
し
て
深
海
を
探
査
す
る
た
め
に
、
６
０
０
０
メ
ー
ト
ル
級

の
自
律
型
無
人
潜
水
機
（
Ａ
Ｕ
Ｖ
）
と
遠
隔
操
作
無
人
探
査
機
（
Ｒ

Ｏ
Ｖ
）
を
開
発
し
て
、
実
海
域
の
実
験
に
成
功
し
た
。
さ
ら
に
、

１
・
８
億
元
を
投
資
し
て
、
世
界
で
初
め
て
７
０
０
０
メ
ー
ト
ル
級

の
有
人
潜
水
調
査
船
（
Ｈ
Ｏ
Ｕ
）
を
建
造
し
、
２
０
１
０
年
８
月
に

３
０
０
０
メ
ー
ト
ル
実
海
域
実
験
、
２
０
１
１
年
８
月
５
０
０
０
メ

ー
ト
ル
実
海
域
実
験
に
成
功
し
た
。
ま
た
、
２
０
０
９
年
12
月
に
４

０
０
０
ト
ン
海
洋
科
学
綜
合
調
査
船
（
建
造
費
５
・
５
億
元
）
の
製

造
を
開
始
し
た
。

開
発
対
象
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
も

中
国
の
海
洋
資
源
開
発
は
、
従
来
、
生
物
資
源
、
砂
、
塩
、
石
油

ガ
ス
な
ど
が
中
心
で
あ
り
、
近
年
、
海
水
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
加
わ
っ

た
。
こ
こ
で
は
、
海
洋
石
油
ガ
ス
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発

動
向
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

海
域
に
お
け
る
石
油
ガ
ス
の
本
格
的
開
発
利
用
は
、
１
９
７
０
年

代
末
に
、
海
外
の
石
油
会
社
と
の
協
力
探
査
か
ら
始
ま
っ
た
。
そ
し

て
、
１
９
８
２
年
に
「
中
華
人
民
共
和
国
海
洋
石
油
資
源
海
外
協
力

開
発
の
条
例
」
を
制
定
し
、
中
国
海
洋
石
油
総
公
司
と
い
う
国
営
企

業
を
創
立
し
て
、
開
発
を
推
進
し
て
き
た
。
そ
の
後
、
順
調
に
成
長

し
て
、
１
９
９
０
年
に
１
０
０
万
ト
ン
、
１
９
９
６
年
に
１
０
０
０

万
ト
ン
、
２
０
１
０
年
に
国
内
生
産
量
が
５
０
０
０
万
ト
ン
を
超
え

て
、「
海
上
大
慶
」（
海
洋
石
油
生
産
が
大
慶
油
田
に
相
当
す
る
）
と

の
政
治
目
標
を
達
成
し
た
。
海
域
に
お
け
る
石
油
生
産
量
は
、
国
内

総
生
産
量
に
占
め
る
割
合
が
年
々
増
加
し
、
２
０
０
１
年
は
13
％

で
、
２
０
０
９
年
が
19
％
に
達
し
た
。
ま
た
、
２
０
１
０
年
に
は
石

油
増
産
量
の
８
割
が
海
洋
で
実
現
で
き
た
。

海
域
ご
と
に
見
る
と
、
２
０
１
０
年
の
国
内
海
洋
石
油
生
産
の
約
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３
分
の
２
は
渤
海
で
、
３
分
の
１
は
南
シ
ナ
海
で
実
現
し
、
東
シ
ナ

海
の
生
産
量
は
０
・
０１
％
に
も
達
し
て
い
な
い
。
２
０
１
０
年
の
国

内
海
洋
天
然
ガ
ス
は
約
８
割
は
南
シ
ナ
海
で
、
２
割
は
渤
海
で
生
産

さ
れ
、
東
シ
ナ
海
で
の
生
産
量
は
０
・
１
％
未
満
と
な
っ
て
い
る
。

海
外
へ
の
進
出
は
１
９
９
４
年
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
の
油
田
の
権
益

購
入
か
ら
始
ま
り
、
次
第
に
豪
州
と
ア
フ
リ
カ
に
も
展
開
し
て
き

た
。
現
在
、
海
洋
石
油
ガ
ス
産
業
の
重
要
な
部
分
に
な
り
、
２
０
１

０
年
の
海
外
生
産
量
は
、
国
内
生
産
量
の
25
％
前
後
で
あ
っ
た
。

中
国
に
お
け
る
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
は
、
１
９
５

０
年
代
か
ら
行
っ
て
い
た
が
、
経
済
性
の
問
題
に
よ
り
停
止
し
て
い

た
。
再
開
し
た
の
は
、
誘
導
政
策
の
動
き
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
。

２
０
０
６
年
に
発
効
し
て
２
０
０
９
年
に
改
定
し
た
「
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
法
」
に
は
、
海
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
取
り
上
げ
ら
れ
、
国
家

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
技
術
開
発
が

実
施
さ
れ
た
。
２
０
１
０
年
に
は
、
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に

特
化
し
た
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
打
ち
出
さ
れ
、
年
間
予
算
２
億
元

で
推
進
さ
れ
て
き
た
。
こ
れ
に
よ
り
技
術
開
発
が
着
々
と
進
め
ら
れ

て
お
り
、
潮
位
差
発
電
、
波
力
発
電
、
潮
流
発
電
と
の
多
様
な
エ
ネ

ル
ギ
ー
源
を
開
発
す
る
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。

特
に
海
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発
で
は
な
い
が
、
海
域
に
お
け
る
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
と
し
て
、
洋
上
風
力
発
電
の
進
展
は
す
さ
ま

じ
い
。
２
０
０
７
年
に
始
ま
っ
た
も
の
の
、
わ
ず
か
２
年
後
の
２
０

０
９
年
に
ア
ジ
ア
初
の
大
型
ウ
イ
ン
ド
フ
ァ
ー
ム
を
上
海
沖
に
建
設

し
た
。
総
投
資
額
約
24
億
元
で
、
３
ＭＷ
の
風
車
を
34
基
設
置
し
た
。

そ
の
後
、
黄
海
と
東
シ
ナ
海
の
沿
岸
域
を
中
心
に
さ
ま
ざ
ま
な
計
画

が
立
て
ら
れ
、
現
在
、
投
資
総
額
１
０
０
０
億
元
以
上
の
複
数
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
進
行
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
国
家
エ
ネ
ル
ギ
ー
局

は
、
２
０
１
５
年
に
５
ＧＷ
、
２
０
２
０
年
に
30
GW
と
計
画
し
て
、
入

札
方
式
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
推
進
し
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
各
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
単
独
開
発
利
用
だ
け
で
は
な
く
、

特
定
海
域
に
お
け
る
複
合
型
の
開
発
利
用
も
展
開
さ
れ
て
い
る
。
例

え
ば
、
広
東
省
珠
海
市
の
万
山
群
島
に
お
い
て
、
離
島
振
興
の
一
環

と
し
て
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
自
立
型
グ
リ
ッ
ド
を
構
築

す
る
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
進
行
し
て
い
る
。
島
域
内
の
太
陽
光
発

電
と
と
も
に
、
洋
上
風
力
発
電
や
波
浪
発
電
な
ど
の
海
域
に
お
け
る

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
利
用
も
推
進
さ
れ
て
い
る
。

世
界
一
の
人
口
と
第
２
位
の
経
済
規
模
を
有
す
る
中
国
は
、
そ
の

持
続
可
能
な
社
会
に
向
け
て
、
危
機
感
を
持
っ
て
国
家
レ
ベ
ル
の
明

確
な
政
策
目
標
、
具
体
的
な
施
策
を
定
め
、
研
究
と
人
材
育
成
基
盤

を
急
速
に
構
築
し
、
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
実
証
研
究
を
進
め
、
技

術
導
入
と
自
主
開
発
を
同
時
進
行
し
て
、
着
実
に
海
洋
開
発
利
用
を

推
進
し
て
い
る
。
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